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1　はじめに
2011 年東北地方太平洋沖地震では深刻な津波被害のほ

か、千葉県をはじめとする一部の沿岸域や河川沿いでは地
盤の液状化が発生し社会問題となった [1]。また、この地震
では、地震規模の割に揺れによる家屋の倒壊被害は多く
はなかったが、東北・関東地方で屋根瓦が落ちる被害は
極めて多く、つくば・土浦地域における研究によれば、そ
の被害分布は特徴的であった [2]。このような地震被害の分
布およびその程度は、地震そのものの震源位置、大きさ、
卓越周波数等の地震波の特徴もさることながら、それぞれ
の地域の地質・地盤に影響される部分も大きい。このよう
な認識はマスコミを通じて一般市民まである程度浸透し、
一般市民の地質・地盤への関心は以前にも増して高まって
いるといえる。また、土木・建築工事の際には地質調査が
必須であるが、その地域の地質・地盤がどのようなもので

あるか事前に情報を得ることができれば、地質調査計画の
立案・積算が容易になり、ひいては実際の施工までをスムー
ズに行うことができるようになる。しかし、都市平野部の
地下の地質状況を知る手段は現状では十分とはいえない。

このような状況を踏まえ、経済産業省の知的基盤の第 2
期整備計画（平成 25 年）では、重点化項目としてボーリン
グデータの一元化による都市平野部の地質情報整備に取
り組むとした。これに先立つ知的基盤整備特別委員会では
「ユーザーの視点に立った、わかりやすく使いやすい、新
たな知的基盤の利用のあり方」が検討され、知的基盤整
備計画では 2 次利用用語 1 を念頭においた地質情報整備を
進めることが掲げられた。産総研はこれに基づき、産総研
が独自に実施したボーリング調査のデータを基準とし、自
治体等が公開する公共工事等のボーリングデータを用いて
地層の広域な対比を行い、コンピュータ処理により地層の
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3 次元分布形態を解析する研究を都市平野部で実施してい
る。また、そのようにして作成した 3 次元地質モデルを誰
しもがウェブを用いて容易に閲覧・利用できる方法を検討
するとともに、3 次元解析に使用した元データであるボーリ
ングデータを併せて閲覧・利用できるシステムの構築を検討
している。この論文ではこのような都市平野部の地質情報
整備の取り組みについて紹介する。

2　現状認識
近年、地質情報が重要だとの認識から、公共の土木建

築工事で実施したボーリング調査のデータがデータベース
化されウェブ上で公開されるようになってきた。東京都 [3]

や千葉県 [4] はかなり早い時期からボーリングデータを公開
し、国土交通省でも国の事業のボーリングデータを公開す
るようになった [5]。またそれらを一括して閲覧できるポータ
ルサイトも防災科学技術研究所により構築された [6]。さら
に最近の政府の電子行政オープンデータ戦略に伴い、他の
自治体でもボーリングデータを公開していく気運が高まって
いるといえる。しかし、これまでに整備されてきたこれらの
ボーリングデータベースは、ボーリングデータが格納されて
いるのみであり（それだけでも我々には十分有り難いが）、
それらを基に地層の対比や地層の分布形態、地質構造等、
きちんとした地質学的な解釈をわかりやすく示したケースは
ない。

ボーリングデータはあくまで地点データであり、空間的に
分布する地層の一端を示しているにすぎない。多数のボー
リングデータを基に地層の分布形態（空間分布）を示すこ
とで初めて都市平野部の地質が理解されるであろうが、そ
のような地質の解釈は高度な専門性を有する者でないと難
しく、また地層の対比の根拠となる基準データの整備も必
要となる。産総研が出版する 5 万分の 1 地質図幅はまさに
地質の専門家の調査研究結果に基づく地層の対比や地層
の分布形態、地質構造等を示したものであるが、都市平
野部の地質図幅の場合、地形が平坦であるため、地下の
地質情報を平面図で表現することには限度があった。その
ため山地・丘陵部の地質図幅よりも地質断面図を多く作成
し掲載するなどの対応をしてきたが（図 1）[7]-[9]、従来の紙
ベースの出版の場合、これにも限度があった。また、解釈
の基礎データであるボーリングデータの掲載は紙面の関係
上あるいは公開許可の関係上から主要なものに限られてお
り、これも十分とはいえない。信頼性の高い地下の地質構
造の解釈をわかりやすく提示するとともに、その解釈の基
となるボーリングデータも閲覧・利用可能にすることが、研
究の再現性の確保、そしてデータの 2 次利用促進の意味で
も必要といえる。

最近はコンピュータ処理技術が進み、また各種情報のイ
ンターネットを通じた配信も容易になり、一般市民のインター
ネット利用環境も日々拡充しつつある。ウェブでの配信を前
提とするならば、都市平野部の地下地質構造の表現に自由
度が高まり、必要に応じて 3 次元表示することも可能と考
えられる。時代に即した形態での地質情報の整備が求め
られているといえるであろう。

3　3次元地質地盤図整備のシナリオと要素技術
上述の現状認識を考慮し、我々は、わかりやすく、使い

やすく、そしてなによりも信頼性の高い都市域の地質情報
整備として、ウェブでの配信を前提とした「3 次元地質地盤
図」の検討を始めた（図 2）。地質の研究に携わる我々が
独自に実施したボーリング調査のデータを基準とし、自治
体等が公開する公共工事等のボーリングデータを用いて地
層の広域な対比を行い、コンピュータ処理により地層の 3
次元分布形態を解析する。また、そのようにして作成した
3 次元地質モデルをだれしもがウェブを用いて容易に閲覧
できる方法を検討するとともに、3 次元解析に使用した元

図 1　従来のスタイルの都市平野部の地質情報
5 万分の 1 地質図幅「野田」。都市平野部は地形が平坦なため、平
面図で表現できる地質情報は少ない。この地質図幅では地質断面図
を多く掲載しているものの、紙での出版のためこれも限度がある。



研究論文：都市域の 3 次元地質地盤図（中澤ほか）

−75− Synthesiology　Vol.9 No.2（2016）

データであるボーリングデータも併せて閲覧・利用できるシ
ステムを構築する。これにより、わかりやすく、使いやすく、
信頼性の高い地質情報整備が可能と考えた。このような都
市平野部の地質情報整備のシナリオ（図 3）は、主に次の
6 つの要素技術によって構成される。すなわち、自治体等
の公共工事のボーリングデータの利用、基準ボーリング調
査、地層の対比、地形分類、3 次元モデリング技術、デー
タ管理・表示技術である。我々のグループでは、地質情報
のユーザビリティと信頼性を考慮し、これら 6 つの要素技
術の統合を進めている。以下にそれぞれの要素技術につい
て解説する。

なお、この論文で使用する「地質」と「地盤」はほぼ同
一の意味として使用されることも多いが、一般的には同じ
地層を扱いながらも「地質」は理学的、「地盤」は工学的
な扱いをする場合に使用する傾向がある。今回紹介する都
市平野部の地質情報整備は、従来のような地質学的解析
だけでなく、標準貫入試験や弾性波速度等、工学分野で
よく利用されるデータも扱うことから、両者を並記して「（3
次元）地質地盤図」と呼んでいる。
3.1　自治体等が所有する公共工事等のボーリングデー
タの利用

自治体は管轄する地域内の土木建築工事等の公共工事
に際して地質調査を実施する。その地質調査の主たる手法
はボーリング調査である。実施するボーリング調査は通常、
各自治体が地質調査業務共通仕様書等により定めた標準
貫入試験を主体とするボーリング調査であり（表 1）、その
結果は JACIC 様式のボーリング柱状図 [10] で記載される。
標準貫入試験を実施する場合、採取できる試料が未攪乱
のオールコア試料ではないこと、そして多くの場合、記載

者が地質の技術者ではなく、土木の技術者あるいは現場
のボーリングオペレータであることから、地層の記載は簡
素である。なお、土木建築工事のボーリング調査は、基
本的に構造物の支持基盤となる地層の深度が確認された
時点で掘削を終了する。その深度は地質状況によってまち
まちであるが、10 m から数十 mであることが多い。その
ためほとんどの工事のボーリングデータは深度数十 m 程度
までである。

近年、土木・建築工事の大量のボーリングデータは、前
述のように国・自治体等により蓄積され、電子データとして
データベース整備されるようになってきた。現在、デファク
トスタンダードになっている電子データ形式は、国土交通
省が定める電子納品のボーリング交換用データ形式 [11]、い
わゆるJACIC 様式 XMLである。これは前述の標準貫入
試験データを含む JACIC 様式ボーリング柱状図フォーマッ

図 2　都市域の 3 次元地質地盤図の概要

表 1　基準ボーリングデータと公共工事のボーリングデータの比較

　基準ボーリングデータ：産総研の独自の調査データ
　既存ボーリングデータ：自治体・各機関DBを一括表示
　露頭柱状図：論文等に掲載の柱状図を掲載

（地形図：国土地理院）

　標高データ等を基に地形判読
　表層堆積物の分布形態を反映

　断面図・等深度線図・3次元表示
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トを XML 形式にしたものである。都道府県および主要都
市の自治体に地質調査業務の報告書として電子納品される
ボーリングデータもこの形式であるため、このファイル形式
に統一したデータベースであれば、電子納品されるボーリン
グデータをそのままデータベースに順次格納できるというメ
リットがある。そのため最近はこのJACIC 様式 XML 形式
のボーリングデータを格納したデータベースが整備されるこ
とも多くなったが、現状では、さまざまなデータ形式のデー
タベースが存在する。2 次利用を容易にするためには、他形
式のデータはJACIC 様式 XML 形式に変換してデータベー
ス化することが望ましい。いずれにせよボーリングデータの
整備と我々が実施する地質構造解析へのボーリングデータ
の利用については、自治体の地質情報整備に対する理解と
協力が必要である。また、自治体のボーリングデータの管
理および標準形式への変換等については、必要に応じて産
総研から技術支援できるようにすることが重要であろう。

3.2　基準ボーリング調査
公共工事のボーリングデータは自治体によっては過去の

蓄積により膨大な量が集積され、地質情報整備において大
きなメリットとなるが、一方でこのようなデータは前述のよ
うに工学データ（標準貫入試験データ）の提示が主たる目
的であるため、広域の地層の対比の根拠となる火山灰層や
年代値データ等は通常含まれない（表 1）。また地層の記
載は至って簡素であり、通常我々地質の専門家が記載する
堆積構造や化石の産状、詳細な粒度変化等は記載されて
いない。そのようなボーリングデータは、工事の施工対象
となるごく狭い敷地内の地層の対比であれば問題ないであ
ろうが、都道府県レベルの範囲に及ぶ広域の地層の対比・
追跡は困難であることが多い。これは地層の広域対比が、
土木建築工事のボーリングデータ形式が持つ本来の使用用
途を超えた作業であるから仕方ないことである。

このようなボーリングデータであるが、模式的に地層が
分布すると思われる箇所で産総研が独自にボーリング調査
を行い、その調査を基に地層を的確に区分し、それぞれ
の地層の特徴を的確に提示できれば、それが基準データと
なり、近傍の土木建築工事ボーリングデータでの地層の対
比が容易になる。このようなリファレンスデータ（図4）を我々
は「基準ボーリングデータ」と呼んでいる。

通常の土木建築工事のボーリング調査では標準貫入試
験を実施することからコア試料は採取しないかあるいは採
取しても一部分だけのことが多いが、それでは垂直方向の
地層の連続的な変化を把握することは難しい。基準ボーリ
ング調査では、掘削する全深度の地層を直径 10 cm 弱の
円筒状のコア試料としてくり抜いて採取する、いわゆるオー
ルコアボーリングを実施している。調査深度については、
前述のように土木建築工事のボーリングデータは数十 m 程
度までのことが多いが、基準ボーリング調査ではそれらを図 3　都市域の 3 次元地質地盤図作成のシナリオ

図 4　ボーリング調査と基準
ボーリングデータ
独自のボーリング調査により、既
存ボーリングデータの対比指標と
なる基準ボーリングデータを整備
する。
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完全にカバーする意味で、それらよりやや深い深度 100 m
程度までを対象としている。

採取した円筒状のコア試料は縦方向に半割にし、堆積
構造、化石の産状、火山灰層等の記載を行うとともに、コ
ア試料から粒度分析、年代測定、含まれる化石から環境
解析等を行う（表 1）。また、掘削した孔を利用して孔内検
層を実施する。各地層の地震波伝播速度（P波およびS波）
を測定する PS 検層やガンマ線を用いて地層の密度を計測
する密度検層を実施する（表 1）。このような調査を基に、
層序学的用語 2・堆積学的用語 3 に地層を適切に区分し、それ
ぞれの地層の特徴、年代等を地層の対比基準として提示
する。このような地層の研究に基づく信頼性の高い基準デー
タ整備は、同じく都市域の地質地盤情報整備を担う他の機
関で実施した例は極めて少なく、地質の専門家の集団であ
る産総研地質調査総合センターでこそできる取り組みであ
る。
3.3　地層の対比

基準ボーリングデータを整備した後には、そのデータ
を軸として既存ボーリングデータへの地層の対比作業を行
う。これにより地層の広がりを把握する。前述のように既
存ボーリングデータは膨大な数が蓄積され、それが大きな
メリットであるが、基準ボーリングデータと比べると記載が
簡素で、さらに記載の個人差も大きい。地層の対比作業に
おいては、既存ボーリングデータに記載されている層相、
含有化石、標準貫入試験データ等を、基準ボーリングデー
タと比較しながら一つずつ確認して地層の特徴を理解し、
地層の境界面を追跡していく。基準ボーリングデータと既
存ボーリングデータは、言わばハブとサテライトの関係にあ
り、両データを適切に利用していくことで、提供する地質
地盤情報の信頼性を高めることができる。

ボーリングデータの対比作業は、地層の観察に慣れ、地
層の特徴を的確に把握することができる研究者・技術者が
行う必要がある。実際の対比作業は、産総研が開発した
ボーリングデータ解析ツール [12] を用いてコンピュータの画
面上にボーリング柱状図を並べ、手作業で実施している。
この解析ツールは、対比した地層境界のそれぞれのボーリ
ング地点での位置情報（緯度・経度・標高）をリストとして
出力できるようになっている。この位置情報リストを 3 次元
モデリングの基礎データとして利用している。
3.4　地形分類

地形は堆積物の形成プロセスおよびその分布を反映した
ものである。そのため表層部（最上部）の地層については、
点データであるボーリングや露頭のデータのみで分布形態
を判断するよりも、ボーリングデータ等で地層の特徴を把
握したうえで、地形からその地層の分布を把握するほうが、

より正確な分布形態を知ることができる。地形は、国土地
理院から提供されている地形図、数値標高モデル（Digital 
Elevation Model: DEM）、空中写真等を使用して、標高分
布およびその形状を基に判読し分類する。また、旧版地形
図や昔の空中写真を現在のものと比較することで、埋立地
の分布や台地・丘陵部の造成地の切り盛りを知ることがで
きる。例えば旧版地形図は明治期に作成された迅速測図 [13]

が、また空中写真は戦後すぐに米軍が撮影したもの [14] が
公開されており、地形分類の際によく使用される。地形判
読結果は地形分類図として地図上に彩色により図示する。
3.5　3次元モデリング技術

3 次元地質モデルは、地下の地質情報と地表の地形情報
とを統合することにより作成する。地下については、前述の
ように多数のボーリングデータ間の地層の対比を行い、各
地点の地層境界の標高情報から地層境界面を推定すること
により地下の 3 次元モデル（3 次元地下地質モデル）を構
築する。地表については、地形図、数値標高モデル、空
中写真等を基に地形分類図を作成する。最終的に、3 次
元地下地質モデルと地形分類のそれぞれが持つカテゴリー
を統合することにより、3 次元地質地盤図のベースとなる 3
次元地質モデルを得る（図 5）。

地質構造の 3 次元モデリング技術には、大きく分けて二
つの手法がある。一つは、地質図幅作成と同様、地質の
専門家が野外調査の結果を基に、手作業を主体としてモデ
ルを構築する方法である。もう一つは、人間が関与する処
理をできる限り省き、コンピュータ処理を主体としてモデル
を構築する手法である。手作業主体の手法では、専門家
の持つ知識や経験を反映しやすく、複雑な地質構造も表
現しやすい。その反面、同じ調査結果を用いる場合でも作
成者によって全く異なる 3 次元モデルとなることがある、モ
デルの修正時には一からモデルを再構築する必要があるな
どの難点がある。一方、コンピュータ処理主体の手法では、
処理アルゴリズムで対応している地質構造しか表現できな
いものの、同じ調査結果からは誰でも常に同じ 3 次元モデ
ルを得られるうえ、データの追加等の際にも即座に 3 次元
モデルを修正・再構築できる。一つのモデリング手法を共
通基盤として、地質の専門家が新たに取得した調査データ
を持ち寄り、3 次元モデルを随時修正・再構築すれば、専
門家間の認識の共有を促すことにもなるだろう。3 次元モ
デルによる地質情報の普及や 2 次利用を考えた場合、単に
地質構造をわかりやすく見せるだけでなく、モデルの再現
性や更新性を確保できることが望ましい。そこで、この研
究では、コンピュータ処理を主体とする手法を用いた 3 次
元モデリングを行う。

コンピュータ処理により3 次元モデリングを行う場合、3
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次元モデルは、地質構造の論理モデル [15] と地層境界面の
形状とを用いて、仮想的に構築する。地層境界面の形状
は、標高値を等間隔格子状に並べたデータセットである数
値標高モデルにより表現する。地下深部を主な対象とする
資源開発分野等の 3 次元モデリングでは、調査コストの問
題から、対象とする地質構造の規模に比べて基礎データ
の量が乏しく、目的の地層が存在する可能性が少しでも高
い場所を特定することが重要となるため、確率論的手法を
用いて地層境界面の DEM を作成することが多い。一方、
都市平野部における地下浅部 3 次元モデリングでは、既存
ボーリングデータを詳細に解析することにより、地層境界
に関する大量の標高情報が得られるため、これらを満たす
面の形状をいかに精度良く求めるかが重要となる。そこで、
地層境界面の DEM 作成に、最適化原理とスプライン用語 4

に基づく曲面推定法を用いる [16]。この手法は、与えられた
データを満足する曲面の中で、最も滑らかなものを求めると
いう手法である。利用可能なデータは、地層境界の標高情
報および地質学特有の走向・傾斜情報である。標高情報
はボーリングデータの解析結果等から、走向・傾斜情報は
地表踏査等から得る。標高情報については、地層境界面
を観察できた地点の標高値そのものだけではなく、「面はこ
こよりも下位または上位を通る」といった面の上限または下
限を示す情報も利用できる。このような特徴は、ボーリン
グデータの掘削深度が目的の地層境界に達していない場合
や、ボーリングコアの一部が欠如していて地層境界の位置
を明確に指定できない場合などに役立つ。本手法では、面

の滑らかさと推定精度を調節しながら DEM を作成する。
DEM は機械判読に適した ASCII 形式で保存することによ
り、地層境界面を利用する各種解析へ 2 次利用することも
容易である。
3.6　データ管理・表示技術

3 次元地質モデルを広く一般に利用してもらうには、誰し
もが簡単に 3 次元地質モデルを閲覧できる環境を整備する
ことが望ましい。そこで、主にマウス操作だけにより3 次
元地質モデルを閲覧できるウェブシステムを開発する（図
6）。3 次元地質モデルの信頼性確保という観点から、3 次
元地質モデルの構築に利用したボーリングデータも閲覧・
検索できるようにする。システムは、今後も柔軟にその改
良を行えるように、フリーオープンソースソフトウェアにより
構成されているので、一般的なウェブブラウザを通して利
用できる利点もある。3 次元地質モデルは、紙媒体の地質
図幅に馴染みのある研究者や技術者はもちろん、一般の
利用者も利用しやすいように、平面図・断面図・立体図と
いう3 つの形式で提供する。平面図の表示では、昨今イン
ターネットを通じた地図サービス等で普及しているタイル化
画像を用いた高速地図表示技術を利用し、ズームイン/ ズー
ムアウトおよび移動をマウス操作で行えるように利便性を図
る。断面図の表示では、利用者が平面図上でマウスクリッ
クした任意の 2 点間における鉛直地質断面図を表示できる
ようにする。立体図の表示では、3 次元地質モデルデータ
のファイルサイズの都合上、全域モデルのウェブ配信が難
しいため、全域を格子状に分割した小領域ごとのモデルを

利用した手法：
「最適化原理とスプラインに基づく曲面推定法」

地表・地下情報の統合

境界面推定地形判読

３次元地質モデル

ボーリング柱状図・露頭柱状図など地形図・数値標高モデル・空中写真など

地下：地層境界面

地表：地形分類図

図 5　3 次元モデリングの手順
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表示し、回転表示等もできるようにする。ボーリングデータ
については、データ点をクリックすることでオリジナルデー
タであるJACIC 様式の XML および PDF へのリンクを含
めたメタ情報を閲覧できるようにする。メタ情報については
データベース化を行い、閲覧システムにマウス操作で検索
範囲を指定する機能を持たせることで、閲覧システムから
ボーリングデータのメタ情報検索を行えるようにする。

自治体等が所有する公共工事のボーリングデータや、産
総研が整備する基準ボーリングデータは、3 次元モデリン
グの核をなす重要な基礎データであり、3 次元モデルの信
頼性確保のためにも必須の情報である。そこで、自治体担
当者等が容易に JACIC 様式 XML 形式のボーリングデー
タのデータベース管理ができるシステムの開発も行っている
（図 7）[17]。データベースには汎用性の高い RDBMS 用語 5

である PostgreSQL 用語 6 を用い、本システムは無償で公開
する予定である。このようなシステムの利用により都市平野
部の地質地盤の基本情報であるボーリングデータがより多
くの自治体で適切に管理されることが期待される。

4　3次元地質地盤図の想定される利活用
現在、我々のグループでは、前章で述べた 6 つの要素

技術を統合させ、3 次元地質地盤図の作成を試行してい
る。このような 3 次元地質地盤図の想定される利活用とし
ては、地震ハザードマップ作成、都市インフラ整備・産業
立地計画立案、不動産売買等が挙げられる。

地震ハザードマップ作成には、地下の地震波伝播速度
データ（S 波速度データ）と浅層の地質モデルが必要とさ
れる [18]。しかし、S 波速度データを含む既存ボーリングデー

図 7　ボーリングデータの変換プログラムと管理システム

形式変換プログラム

自治体のファイル形式から
標準形式への変換

ボーリングデータ管理システム

データ検索

メタデータ表示

柱状図の表示・編集

各種地図を背景とした登録データ確認DBによるデータ管理

図 6　3 次元地質モデルやボーリングデータを閲覧するウェブシステム

ボーリングデータを
利用しやすい形式
で提供

JACIC 様式XML

3次元地質モデルの表示が可能

任意の測線の地質断面図の閲覧が可能
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タは極めて少ない。我々が実施する基準ボーリング調査で
は S 波速度を測定するため、地震動シミュレーションの基
準データとして利用が可能である。また我々が基準ボーリ
ングデータを軸に作成する3 次元地質モデルも、地震ハザー
ドマップ作成の際の浅層地盤モデルデータとして利用され
ることが期待される（図 8）。さらには、常時微動観測 [19]

によりそれぞれの地盤の振動特性、例えば固有の卓越周
波数を把握することで、より正確に地盤を考慮した地震ハ
ザードマップの作成が可能となる。そのため我々のグルー
プでは、地質モデルの構築とともに、常時微動測定を実施
し、地質状況に応じた地盤振動特性の類型化を実施する
ことを検討している。

都市インフラ整備や産業立地計画立案に際しては、軟
弱地盤の有無や構造物の支持基盤となる地層がどの深度
に分布するかを事前に情報収集することが極めて重要であ
る。これを事前に知ることができれば地質調査計画の立案
および積算が容易になる。地質調査業界では、想定した
地質状況と異なる地質であった場合に生じる調査工期遅
延、設計変更、事業費増大といった、いわゆる地質リスク
を低減する取り組みが行われている [20]。その対応策の一
つとして、既存の地質地盤情報の積極的な活用が挙げられ
る [21]。都市平野部の既存のボーリングデータおよびそれら
から適切に解釈された 3 次元地質モデルは、利用しやすい
形式で公開されることにより、このような地質リスクマネジ

メントに貢献するものと考えられる（図 8）。
2011 年東北地方太平洋沖地震以降、一般市民の都市平

野部の地質地盤への関心は極めて高いものとなった。不動
産取引においては現在のところ地質地盤情報の提供は慣習
化していないが、東京湾岸域の深刻な液状化被害を受け
て、不動産取引の際にも地質地盤情報を積極的に活用すべ
きとの提案もある [22]。地質地盤情報が公開されることによ
り不動産の評価額の変化を危惧する声もあるだろうが、市
民の地盤リスクに対する意識を高め、さらには災害に強い
街づくりを推進するためには、地質地盤情報が重要な公共
財であるという社会の共通認識を培う必要があるように思
える。日本学術会議は、地質地盤情報の共有化に向けた
提言 [23] において、地震災害リスクの軽減のためには、地
下の地質・地盤に関する情報を国民の共有財産と認識し、
国土の基本情報として有効活用することが不可欠としてい
る。他方、一般市民にとって住宅立地の地盤は今では関心
の的であるが、地質の専門知識を持たない多くの市民にとっ
てボーリングデータや地質図を解読するのは難しいであろ
う。これは不動産業界関係者も同様である。このようなニー
ズに対して最近では既存の地質地盤情報を利用したコンサ
ルティングビジネスも生まれつつある。このようなビジネス
においても地質地盤情報が利用しやすい形式で整備される
ことが望まれている。我々が試行する 3 次元地質地盤図は
このような要望にも対応するものといえよう（図 8）。

図 8　3 次元地質地盤図の想定される利活用
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（国・自治体・民間会社）
都市インフラ整備
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5　モデル地域での試行
第 3 章で述べたシナリオにより都市平野部の地質地盤

情報整備は可能であると判断したが、初めての試みでもあ
ることから、まずはモデル地域を設定して試行することと
した。現在、千葉県北部をモデル地域に設定し、3 次元
地質地盤図を試作している。本地域を選定した大きな理由
は、関東平野を構成する地層が模式的に分布すること、そ
して千葉県が以前より地質地盤情報整備に積極的に取り組
んでいる自治体であることが挙げられる。
5.1　モデル地域の地質学的トピック

モデル地域には、関東平野を構成する代表的な地層であ
る更新統、沖積層、そして湾岸低地には埋立層が分布する。

更新統は台地を構成する地層であるとともに、平野を形
成する主要な地層である。平野の更新統は地下で大きな盆
状の地質構造を呈することが多い。盆状構造は平野の形
成史を反映した構造であり、このような構造を明らかにする
ことは平野の形成史を解き明かすだけでなく、地下水流動
の高精度解析にも大きく貢献する。千葉県北部の地下には
既存ボーリングデータの解析により盆状の地質構造が推定
されてはいるが、層序学的な研究がほとんど行われておら
ず正確な盆状構造はわかっていなかった。最近の我々のグ
ループの層序研究により、船橋周辺を中心とした盆状構造
の詳細が明らかになりつつある [24]。モデル地域で平野の
地下の盆状地質構造を 3 次元解析するノウハウを蓄積する
ことが重要である。

現在の低地の地下には、沖積層と呼ばれる、2 万年前以
降に形成された若い時代の地層が分布する。沖積層は昔
の谷を埋めるように分布することが多く、軟らかい泥層を
主体とすることから軟弱地盤として知られるが、最近、関
東平野には台地の下にも沖積層によく似た軟弱な泥層が分

布することがわかってきた [25]。このような軟弱泥層が台地
の下に分布することはあまり知られておらず、都市地盤の盲
点といえる。モデル地域の千葉県北部にはこのような谷埋
め堆積物が柏から成田にかけて東西に分布することが知ら
れているが（図 9）、層相がどのように変化し、層相の変化
がどのように物性に反映され、それが地震動の差にどのよ
うに表れるかが興味深いところである。

千葉県北部の東京湾岸地域には埋立層が海岸線に沿っ
て広く分布している。また埋立層の下には沖積層がいくつ
かの筋の谷埋め状をなして分布することが知られている。
この地域の埋立層は 2011 年東北地方太平洋沖地震の際に
深刻な液状化を起こし、一部で都市インフラが麻痺して社
会問題となった。一般的に液状化を起こしやすい地層は、
地下水で飽和された“ゆる詰め”の砂層とされ、このよう
な砂層は特に沿岸部や河川沿いの埋立層に多くみられる。
東京湾岸地域の埋め立てはサンドポンプ工法によって実施
されている [26]。サンドポンプ工法は沖合からポンプで浚渫
した土砂により埋め立てる工法で、埋め立てによりできた
地層は砂泥互層からなり、一見、自然の地層に酷似してい
るが、コア試料にみられる堆積構造や化石の産状等の詳
細な観察により区分できる [27]。またサンドポンプ工法の場
合、ポンプの吐き出し口の位置により埋立層の砂や泥の分
布に偏りが現れ、砂が卓越する部分で液状化が発生しや
すいとされる[28]。 今回の我々が実施した一連のボーリング
調査によって、サンドポンプ工法による埋立層の同定基準
を確立するとともに、ボーリングデータや過去の空中写真
の判読等により、埋立層中の砂および泥の偏在パターンを
明らかにすることが可能になる。さらには、埋立層の下位
には軟らかい沖積層が不規則に分布しているが、その沖積
層の厚さの変化が上位の埋立層の液状化にどの程度影響
するのかも興味深いところである。
5.2　自治体との協力関係

現在、ボーリングデータの管理手法の検討および解析に
ついては千葉県環境研究センターと協力関係を築きながら
試行している。千葉県環境研究センターは地層汚染や液
状化に関する研究で実績のある研究機関であるが、1991
年から千葉県内の公共工事のボーリングデータの収集を行
い、ウェブで公開する取り組みを実施しており、ボーリング
データベース整備においても先駆的な機関である。研究セ
ンターが運営する「地質環境インフォメーションバンク」で
は現在、千葉県内の約 2 万地点のボーリングデータが公開
されている。このデータベースに格納されているデータは独
自形式であるため、我々が現在標準形式であるJACIC 様
式 XML への変換を試みているところである（図 7）。研究
センターの担当者とともに、将来的には JACIC 様式 XML
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図9　千葉県柏市付近の地下の谷埋め堆積物の3次元地質モデル
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用語1： 2次利用：総務省の「地盤情報の公開・2次利用促進のた
めのガイド」（平成25年6月）によれば、地盤情報の2次
利用は「行政機関等から提供される地盤情報（ボーリン
グデータ等）を活用して、より使いやすい情報に加工し
たり別の情報を付加して利用または提供したりすること」
とし、一次利用は「地盤情報を保有する行政機関等が主
に内部での業務利用を目的として利用すること」と定義
している。なお、政府の電子行政オープンデータ政策で
は「政府、独立行政法人、地方公共団体等が保有する公
共データを、機械判読に適したデータ形式で、営利目的も
含めた2次利用が可能なルールで公開する」としている。

用語2： 層序学：地層の重なる順序を、化石、測定年代、地層の
特性等から明らかにする学問分野。

用語3： 堆積学：堆積層が形成されるプロセスやメカニズムを堆
積物の性質から明らかにする学問分野。

用語の説明

形式で格納するデータベースへの転換を検討している。な
お、前述のボーリングデータ管理システムの仕様について
は、研究センターと議論しながら決定した。当初、ウェブ
を使用するシステムを検討していたが、担当者との打合せ
の結果、セキュリティの関係から、スタンドアローンのコン
ピュータで動作する仕様に大幅に改めた。このようなニー
ズは自治体との意見交換により初めて知ることができたの
であり、自治体の事情を十分把握することが極めて重要で
あることを改めて知る良い機会となった。また、研究センター
は地質地盤調査の豊富な経験から、公共工事等の既存ボー
リングデータの収集のみならず、実際のボーリングコア試
料の検討に基づく基準ボーリングデータ整備が土壌汚染の
拡散や液状化予測等地盤環境・災害対策に極めて重要で
あるという考えを強く持っている。この点で、我 と々の共通
の認識のもと本課題に取り組んでいる。
5.3　3次元地質地盤図のプロトタイプ作成

これまでに千葉県北部の浅部地下の 3 次元地質モデル
作成アルゴリズムの確立のため、関東平野を構成する更
新統の模式地である千葉県木更津地域で実践研究を行っ
た。まず既出版の 5 万分の 1 地質図幅「木更津」に記載
される地層の層序を基に 3 次元地質モデルを作成するため
のアルゴリズムを作成し、地質図幅の作成に利用したもの
と同様の柱状図データを用いて 3 次元地質モデルを構築し
た。そして、作成した 3 次元地質モデルを、手作業の描画
である既出版の地質図幅と数値的、視覚的に比較した。
その結果、論理的手法により作成した今回の 3 次元地質モ
デルは、層序学的に問題がないことはもちろんのこと、従
来の手作業の描画と比較して、人為的誤差がなく、データ
に忠実かつ精密に地質境界を描画できることを確認し、そ
の実用性を示した [29]。今回、関東平野を構成する地層の
模式地である木更津地域において構築したこのアルゴリズ
ムは、関東平野で広く適用可能であると考えられる。

このアルゴリズムを使用して、これまでに 14 地点で実施
した基準ボーリングデータおよび 355 地点の露頭柱状図、
地形分類図を基に暫定的に3 次元地質モデルを作成した。
そして前述の閲覧システムにより平面図、任意の断面図、3
次元モデル、ボーリングデータが閲覧できる 3 次元地質地
盤図のプロトタイプを作成した（図6）[30]。最終的に基準ボー
リングデータを 20 地点以上に増やし、既存ボーリングデー
タを約 2 万本利用し地質モデルの高精度化を図ることで、
これまでの地質図幅の基本スケール（5 万分の 1）を上回
る、2 万 5 千分の 1 スケールで使用できる地質地盤図を目
指している。このような地質地盤図の整備によって、より精度
の高い地質災害リスク評価等が可能になると期待される。

6　おわりに
現在モデル地域で試行している 3 次元地質地盤図につ

いては、今後、基準ボーリングデータを追加拡充するとと
もに、既存ボーリングデータへの地層の対比を進め、3 次
元地質モデルの高精度化を行う。また断面図や 3 次元モデ
ルをより快適な動作で使いやすく改善したうえで、2017 年
度を目途に公開する予定である。この成果を都市域の新し
い地質情報整備のスタイルとして提示し、これをきっかけに
他地域の自治体にも協力を得て各都市へとの展開を図りた
いと考えている。また自治体が独自に地質地盤図を作成す
ることもできるようにガイドラインを作成し、必要に応じて
技術支援もできるようにすることを検討している。このよう
な、わかりやすく、使いやすく、そしてなによりも信頼性の
高い地質地盤情報整備を都市平野部において推進するこ
とにより、行政、民間企業、そして一般市民の地質地盤情
報の利活用が一層促進されるものと期待する。
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スプライン：対象領域を複数の区間に分割し、各区間ご
とに多項式を定めた区分的多項式関数。複雑な形状の
曲線や曲面のあてはめに優れる。
RDBMS（Relat iona l  DataBase Management 
System）：リレーショナルデータベースを管理するため
のソフトウェアの総称。RDBMSでは、データをテーブル
（表）形式で管理しながら、データの比較、結合、抽出
等の操作を行う。
PostgreSQL：費用、ライセンス、2次配布等、さまざまな
面でフリーで利用できるオープンソースのRDBMS。デー
タベース操作にはSQLが用いられる。
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宮地 良典（みやち よしのり）
1991 年新潟大学大学院理学研究科修士課

程修了。1992 年通商産業省工業技術院地質
調査所入所。2014 年より産総研地質情報研
究部門平野地質研究グループ長。2016 年よ
り産総研企画本部総合企画室総括企画主幹。
専門は層序学、堆積学。新生代の地層の層序・
地質構造発達史を主たるテーマとして、5 万
分の 1 地質図幅や沿岸域の地質・活断層調査
を通じて大阪平野、新潟平野や関東平野の地層の研究を進めてき
た。3 次元地質地盤図課題ではサブリーダーを務めるとともに、
沖積層・埋立層の調査・解析を担当した。この論文では沖積層・
埋立層の調査と自治体との協力関係について執筆を担当した。

査読者との議論
議論1　全体について
コメント（景山 晃：産業技術総合研究所）

この論文は地震に対するハザードマップ作成や都市計画に反映
させるという目標の下に、地質情報を、2 次元だけでなく 3 次元
の地質地盤図として提供する目的で進められた試行研究の成果を
まとめたものである。自治体が保有するデータも含めて複数の要
素技術を統合していった経緯を述べているが、当初から使いやす
さを意識して研究を進めていることもあり、社会的有用性が高い。
技術面では、直接観測が難しい 3 次元の地質状態を推定するモデ
リング技術を精緻に検討している点でも高く評価できる。これら
のことからこの論文はシンセシオロジー誌に相応しいと判断する。

コメント（栗本 史雄：産業技術総合研究所）
この論文は、人口が密集する都市域の 3 次元地質地盤図を提示

し、自治体との連携を図りつつ、ハザードマップ作成等に役立つ
研究成果を紹介している。このような観点は、防災・減災が課題
である都市域において意義深く、その成果は社会に高いインパク
トを与えると期待される。また、モデリング技術の開発を進めて、
高精度で使いやすいものを構築する姿勢は社会ニーズに適う。こ
のようにこの論文は地質の調査を基盤として、地質地盤情報の整
備とそのデジタル情報の取扱いと高度化、自治体との連携による
社会への実装まで含んでおり、シンセシオロジーの趣旨に十分適
うと判断する。

議論2　1次利用と2次利用
コメント（栗本 史雄）

1 章「はじめに」に記述されている 1 次利用と 2 次利用は重要
ですので、用語解説があると読者にとって理解しやすくなると思
います。

回答（中澤 努）
「2 次利用（および 1 次利用）」について脚注に解説を加えました。

議論3　シナリオ、要素技術の説明の組み立て方
コメント（景山 晃、栗本 史雄）

3 章の冒頭および図 3 で目標達成のためのシナリオを論述して
いますが、図 2 と図 3 を一体化（図を一つにまとめるという意味
ではありません）して説明した方が理解しやすいと思います。例
えば、［案 1］図 2 にある「地形・土地利用情報」や「地表の地質
情報」も 3 次元モデリングに利用しているのであれば、図 3 にも
その旨記載する。あるいは、［案 2］図 3 は図 2 のボーリングデータ・
露頭柱状図の部分について、データ・情報の統合の進め方を詳細
に示した図であると説明する方法もあると思います。

また、3 章の適切な位置にユーザビリティと信頼性を考慮しな
がら、6 つの要素技術の統合を進めてきたことを述べ、続いてそ

れぞれの要素技術について解説するという構成の文章にしては如
何ですか。

回答（中澤 努）
図 2 の表層の情報、すなわち地形分類も重要な要素技術の一つ

ですので、地形分類についても図 3 の要素技術に加えたうえで、
この論文にも項目を設けて解説しました。

また、3 章の前書きに、6 つの要素技術の統合を進めている旨を
加筆し、併せて 4 章の冒頭にも、6 つの要素技術を統合させ 3 次
元地質地盤図の作成を試行している旨を書き加えました。

議論4　基準ボーリングデータと公共事業等のボーリングデータ
コメント（景山 晃）

3.2 節でこの二者の違いを説明してあり、重要な部分と思いま
す。そこで、両者の差異を対比表として示してはどうでしょう。
目的と測定データを直接的に比較して示すことで、公共事業等の
ボーリングデータは有用であるもののそれだけでは十分ではない
という研究全体のシナリオを一層理解しやすくなると思います。

査読者の理解では、基準ボーリング調査の結果と自治体が保有
するボーリングデータを比較・対比・緻密化していくプロセスが
3.3 節の地層の対比であると理解します。そうであれば、基準ボー
リング調査が「ハブ機能」、自治体のボーリングデータが「サテラ
イト機能」を担っていることになると思いますが如何ですか。

回答（中澤 努）
基準ボーリングデータと公共工事のボーリングデータの特徴を

比較した表 1 を新たに作成しました。両データはご指摘のように
ハブとサテライトの関係にあり、両者をうまく利用することで地
質情報の信頼性を高めることができる旨の記述を加えました。

議論5　3次元モデリング技術について
質問・コメント（景山 晃、栗本 史雄）

3.3 節の論述と図 5 の記載とで、できるだけ用語を統一した方が
よいと思います。例えば、「3 次元地質モデル」、「3 次元地質地盤
モデル」、「地形分類図」、「地形区分図」等の記述があります。

また、3.5 節の第 2 段落で、手作業では担当した人によって全く
異なる 3 次元モデルになる可能性があると記述されています。こ
こをある種のガイドラインに沿って統一的なモデル、解釈にする
活動は必要ありませんか。例えば、今回開発したコンピュータ利
用モデリング方法を共通基盤として、そこに各専門家の知識・経
験をメタデータとしてアドオンするシステムに順次移行していく
という考え方です。

回答（中澤 努、野々垣 進）
用語ついては、記述を整理して地下地質のみの 3 次元モデルを「3

次元地下地質モデル」、地表情報と統合したモデルを「3 次元地質
モデル」としました。また「地形分類図」「地形区分図」は「地形
分類図」に統一しました。

ご指摘いただいたような統一的なモデル・解釈にする活動につ
いては、現時点では取り組んでいませんが、重要であると考えて
います。コンピュータ処理による 3 次元モデルは、専門家間にお
ける認識の共有にも有用である旨を、この論文に加筆しました。

議論6　第4章の論述について
質問（景山 晃）
（1）野田や柏での基準ボーリングは何箇所で行ったのですか。
一定レベルの信頼性を得るには基準ボーリングは何箇所必要で
すか。また、自治体のボーリングデータの内容に依存すると思
いますが、全体システムを構築するうえでどの程度の補完効果
を期待できるのでしょうか。これらについてある程度の情報を
記述すると、今後、日本各地に展開していく際の目処立て（費
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用も含めて）ができるように思います。
（2）不動産取引への利活用については、3 次元地質地盤図が公
表されると不動産の評価額が減少するので公表しないで欲しい
という要望が出ることが予想されます。2014 年 8 月の広島市安
佐南区の土砂災害のケースでも事前のハザードマップの公表が
抑制され、結果として惨事を拡大したように報じられています。
このような事態に対して、利害関係者の理解を高めて社会（コ
ミュニティ）のリスク対応度を高めるという視点から執筆者は
どのようにお考えですか（もちろん執筆者や産総研がコミット
できる訳ではありませんが）。

回答（中澤 努）
（1）モデル地域の千葉県北部では、基準ボーリング調査は最終
的に 20 地点程度整備し、公共工事等の既存ボーリングデータ
を約 2 万本利用することで、従来の地質図幅の基本スケールで
ある 5 万分の 1 を上回る、2 万 5 千分の 1 スケールで使用でき
る地質図を目指しています。これにより目標は達成できると考
えています。5.3 節にその旨を加筆しました。なお、今回の基準
ボーリング調査の地点のうちの半分以上は谷埋め状に不規則に
分布する堆積物を主なターゲットとするものです。基準ボーリ
ングデータは多いにこしたことはありませんが、地層が平坦に
広く分布する地域ではこれよりも少ない密度の調査で地質構造
を理解できますし、逆に複雑な地域ではさらに多くの調査が必
要になると思います。つまり基準ボーリング調査の密度はその
地域ごとの地質の特徴によって大きく変化すると考えます。

（2）ご指摘のように、不動産取引に地質地盤情報が付加される
ことにより不動産の評価額の変化を懸念する声もあると思いま
す。評価額の変化には増・減の両方が考えられます。いずれに
せよ、本来の地質地盤特性を理解して、安全安心な街づくりを
進めることが社会として重要であり、地質地盤情報はそのよう
な災害リスクに対応するための重要な公共財でもあるという認
識を広く持ってもらうことが重要と考えています。その旨、関
連する日本学術会議の提言の引用とともに、この論文に加筆し
ました。

議論7　3次元地質地盤図の作成、今後の展開と波及効果
コメント（栗本 史雄）

図 6 を引用して 3 次元地質地盤図のプロトタイプの成果が記述
されています。また、今後の研究展開により「都市域の新しい地
質情報整備のスタイル」確立につながると理解しますので、今後
の研究展開と波及効果を整理していただけると読者への理解が進
むと思います。

回答（中澤 努）
3 次元地質地盤図のプロトタイプは、地盤災害リスク評価の高

精度化が期待されると考えられ、社会への波及効果が大きいと考
えますので、その旨を加筆しました。また、今後の研究展開と期
待される波及効果を明示するため、モデル地域の 3 次元地質地盤
図構築と都市域での新しい地質情報整備にスタイルの確立を目指
すことを 6 章にまとめました。


